
津市介護保険利用者負担額減免取扱要綱 

平成１８年１月１日訓第１４５号  

 改正 平成２６年１０月３１日訓第８９号 

平成２８年３月２４日訓第１０号 

平成３０年７月１８日訓第４３号 

令和３年３月２９日訓第２３号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５０条及び第６０条の規定による保険給付の割合の変更による利用

者負担額の減免（以下「利用者負担額の減免」という。）に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 （利用者負担額の減免の割合） 

第２条 利用者負担額の減免は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号。以下「法施行規則」という。）第８３条第１項第１号又は第９７条

第１項第１号に該当する場合にあっては別表第１に、法施行規則第８３条第

１項第２号から第４号まで又は第９７条第１項第２号から第４号までのいず

れかに該当する場合にあっては別表第２に定めるところにより保険給付の割

合を変更してこれを行うものとする。ただし、法施行規則第８３条第１項第

１号又は第９７条第１項第１号に該当し、かつ、法施行規則第８３条第１項

第２号から第４号まで又は第９７条第１項第２号から第４号までのいずれか

に該当するときは、これらの表のうち、保険給付の割合が多くなる表に定め

るところによりこれを行うものとする。 

 （申請等） 

第３条 利用者負担額の減免を受けようとする者は、介護保険利用者負担額減

額・免除申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

⑴ 法施行規則第８３条第１項第１号又は第９７条第１項第１号に該当する

場合においては、被災証明書等財産についてその損害の程度を確認するこ

とができる書類 

⑵ 法施行規則第８３条第１項第２号から第４号まで又は第９７条第１項第



２号から第４号までのいずれかに該当する場合においては、給与証明書等

収入が減少したことを証する書類 

 （利用者負担額の減免の可否の決定） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、別表第１又は別表第

２に掲げる区分に従いその内容を審査し、利用者負担額の減免の可否を決定

し、利用者負担額減額・免除決定通知書（第２号様式）により申請者に通知

するものとする。 

２ 市長は、前項の場合において、利用者負担額の減免の決定をしたときは、

介護保険利用者負担額減額・免除認定証（第３号様式。以下「認定証」とい

う。）を当該申請者に交付するものとする。 

 （認定証の有効期間） 

第５条 認定証の有効期間は、申請日の属する月の初日から６月以内とする。 

 （減免事由消滅の申告） 

第６条 第４条の規定により利用者負担額の減免の決定を受けた者は、その理

由が消滅した場合においては、直ちに市長に申告しなければならない。 

 （認定証の返還） 

第７条 認定者は、利用者負担額の減免事由が消滅したとき、又は認定証の有

効期間が満了したときは、速やかに認定証を返還しなければならない。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓の施行前に合併前の津市介護保険利用者負担額減免取扱要綱（平成

１２年津市訓第２９号）又は久居市介護保険事業居宅介護（支援）サービス

費等の額の特例に関する取扱要綱（平成１２年久居市訓令第４３号）（以下

これらを「合併前の要綱」という。）の規定により交付された認定証は、こ

の訓の相当規定により交付された認定証とみなす。 

３ この訓の施行前に合併前の要綱の規定により認定証の交付を受けた者に係

る利用者負担額の減免又は特例サービス費（法第５０条に規定する居宅介護

サービス費等の額の特例及び法第６０条に規定する居宅支援サービス費等の

額の特例をいう。）の支給については、なお合併前の要綱の例による。 



４ 前２項に定めるもののほか、この訓の施行前の合併前の要綱の規定により

なされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの訓の相当規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為とみなす。 

   附 則（平成２６年１０月３１日訓第８９号） 

 この訓は、平成２６年１１月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月２４日訓第１０号） 

 この訓は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年７月１８日訓第４３号） 

 この訓は、平成３０年８月１日から施行する。 



別表第１（第２条、第４条関係） 

区分 

保険給付の割合 

損害の割合が 

３割以上５割未満 
損害の割合が５割以上

前

年
の

合

計

所

得

金
額

５００万円以下  １００分の９７ １００分の１００ 

５００万円を超え  

７５０万円以下  
１００分の９４ １００分の９７ 

７５０万円を超え  

１，０００万円以下
― １００分の９４ 

備考 

１ 「前年」とは、申請書の提出日の属する年の前年をいう。 

２ 「合計所得金額」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給

与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所

得が含まれている場合には、当該給与所得及び当該公的年金等

に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定に

よって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によ

って計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当

該額が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項

若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３

５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当

該合計所得金額から介護保険法施行令（平成１０年政令第４１

２号）第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得

た額とする。）をいう。 

３ 「損害の割合」とは、法施行規則第８３条第１項第１号又は

第９７条第１項第１号に規定する財産について受けた損害金額

（保険金、損害賠償金等により、補てんされ、及び補てんされ

得る金額を除く。）が当該財産の価格に占める割合をいう。 



別表第２（第２条、第４条関係） 

区分 

保険給付の割合 

減少の割合が 

３分の１以上 

２分の１未満 

減少の割合が 

２分の１以上 

４分の３未満 

減少の割合が 

４分の３以上 

前

年

の

合

計

所

得

金

額

１００万円未満  
１００分の９

４ 
１００分の９７ 

１００分の１

００ 

１００万円以上  

３５０万円未満  
―  １００分の９４ 

１００分の９

７ 

３５０万円以上  

６００万円未満  
―  ―  

１００分の９

４ 

備考 

１ 「前年」とは、申請書の提出日の属する年の前年をいう。 

２ 「合計所得金額」とは、地方税法第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額（所得税法第２８条第１項に規定する

給与所得又は同法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得が含まれている場合には、当該給与所得及び当該公的年金

等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定

によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定に

よって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額 

 （当該額が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、

 租税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条

第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６

条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から介護保

険法施行令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除し

て得た額とする。）をいう。 

３ 「減少の割合」とは、前年の合計所得金額から当該年の合計 

所得金額の見込額（申請書の提出日前３月の収入を勘案した額）

を控除した額が前年の合計所得金額に占める割合をいう。 



第１号様式（第３条関係） 

介護保険利用者負担額減額・免除申請書 

 市記入欄 

交付年月日 備 考 

年 月 日 
（所得分布の状況等を記入） 

適用年月日 

年 月 日から

有効期限 

年 月 日まで

フリガナ 

被保険者 

氏  名 

保険者番号 

被保険者番号 

生年月日 
年 月 日生

性 別 男 ・ 女 

住  所 （〒    ）          電話 

利用者負担額減

免申請理由 

 上記のとおり関係書類を添えて利用者負担額に係る減額・免除を申請します。 

     年  月  日 

（〒      ）  

住 所              

申請者 氏 名          印   

電 話              

 （宛先）津市長 



第２号様式（第４条関係） 

利用者負担額減額・免除決定通知書 

年  月  日  
 住所 
 氏名          様 

                     津市長 （氏 名） 印  

     年  月  日付けで申請のありました利用者負担額の減額・免除につ

いては、津市介護保険利用者負担額減免取扱要綱第４条第１項の規定により、次の

とおり決定しましたので通知します。 

被保険者氏

名 
  被保険者番号

決定年月日 年 月 日

決定事項 

１

承
認
す
る

 適用年月日    年  月  日（承認内容） 

 有効期限     年  月  日 

２

承
認
し
な
い

 理由 

・問い合わせ先 

  津市 （名称）部 （名称）課 

   〒514―8611 津市西丸之内23番１号  （電話       ） 

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３箇月以内に、三重県介

護保険審査会に対して審査請求をすることができます。 

   また、この審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、津市を被告として

この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

   なお、この訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされ

ていますが、行政事件訴訟法第８条第２項各号のいずれかに該当するときは、裁決を経ないで、訴えを提起

することができます。 



第３号様式（第４条関係） 

介護保険利用者負担額減額・免除認定証 

（表）                               （裏） 

注

意

事

項

一

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
は
、
必
ず
事
前
に
、
こ
の
認
定
証
を
事

業
者
又
は
施
設
の
窓
口
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

二

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
と
き
に
支
払
う
金
額
は
、
介
護
費
用
（
入
院

又
は
入
所
時
に
食
事
に
要
す
る
費
用
を
除
く
。
）
か
ら
介
護
費
用
に
給
付

率
を
乗
じ
た
額
を
引
い
た
額
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
入
院
又
は
入
所
時
に

お
け
る
食
事
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
一
日
に
つ
き
定
額
の
標
準
負

担
額
と
な
り
ま
す
。

三

被
保
険
者
の
資
格
が
な
く
な
っ
た
と
き
、
減
額
・
免
除
の
認
定
の
要
件

に
該
当
し
な
く
な
っ
た
と
き
、
又
は
減
額
・
免
除
の
認
定
証
の
有
効
期
限

に
至
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
の
証
を
津
市
に
返
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
転
出
の
届
出
を
す
る
際
に
は
、
こ
の
証
を
添
え
て
く
だ
さ
い
。

四

こ
の
証
の
表
面
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
十
四
日
以
内

に
、
こ
の
証
を
添
え
て
、
津
市
に
そ
の
旨
を
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

五

不
正
に
こ
の
証
を
使
用
し
た
者
は
、
刑
法
に
よ
り
詐
欺
罪
と
し
て
懲
役

の
処
分
を
受
け
ま
す
。

  介護保険利用者負担額減額・免除認定証   

交付年月日    年  月  日 

被

保

険

者

番  号   

住  所   

フリガナ

氏  名   

生年月日 年  月  日 男・女 

適用年月日      年  月  日から 

有効期限      年  月  日まで 

減 額・免

除認定事項 
  100分の  給付率 

保険者番号並

びに保険者名

称及び印 

津市        印    


